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　⑵　精華キャンパス

【図表4.8-4】精華キャンパス①
　　

【図表4.8-5】精華キャンパス②
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第３　外部監査の結果及び意見
1 　中期目標、中期計画及び単年度計画と評価について
1.1　公立大学法人のガバナンス
1.1.1　法人のガバナンス
　公立大学法人の統治組織は以下のとおりである。

【図表1.1.1】法人のガバナンス
　

　それぞれの役割は以下のとおりである。
　⑴　知事
　　　理事長は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。
　　ア　公立大学法人が行う事務及び事業に関して高度な知識及び経験を有する者
　　イ　公立大学法人が行う事務及び事業を適正かつ効率的に運営することができる者
　　（地方独法第14条１項）
　　　監事は、財務管理、経営管理その他公立大学法人が行う事務又は事業の運営に関し優れた識見を有する者であっ
て、弁護士、公認会計士、税理士その他監査に関する実務に精通しているもののうちから、知事が任命する。

　　（地方独法第14条３項）
　⑵　理事長
　　　理事長は、法人を代表し、その業務を総理する。（定款第９条１項）
　　　学長は、学長選考会議の選考に基づき、理事長が任命する。（定款第11条３項）
　　　理事は、理事長が任命する。（定款第12条）
　⑶　理事会
　　　法人に理事会を置き、理事長、副理事長及び理事をもって構成する。（定款第14条）
　　　理事長は、次に掲げる事項について決定しようとするときは、理事会の議を経なければならない。
　　①　中期目標について知事に対して述べる意見並びに中期計画及び年度計画に関する事項
　　②　法により知事の認可又は承認を受けなければならない事項
　　③　予算の作成及び執行並びに決算に関する事項
　　④　大学、学部、学科、大学院その他の重要な組織の設置又は廃止に関する事項
　　⑤　その他理事会が定める重要事項
　　（定款第17条）
　⑷　経営審議会
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　　　法人の経営に関する重要事項を審議する機関として、法人に経営審議会を置く。（定款第18条１項）
　　　経営審議会の委員のうち、２分の１以上は学外の委員をもって充てなければならない。（定款第18条３項）
　　　経営審議会は、次に掲げる事項を審議する。
　　①　中期目標について知事に対して述べる意見に関する事項のうち、法人の経営に関するもの
　　②　中期計画及び年度計画に関する事項のうち、法人の経営に関するもの
　　③　学則（法人の経営に関する部分に限る。）、会計規程、役員に対する報酬及び退職手当の支給の基準、職員の給

与及び退職手当の支給の基準その他の経営に係る重要な規程の制定又は改廃に関する事項
　　④　予算の作成及び執行並びに決算に関する事項
　　⑤　組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項
　　⑥　その他法人の経営に関する重要事項
　　（定款第20条）
　⑸　教育研究評議会
　　　大学の教育研究に関する重要事項を審議する機関として、大学ごとに教育研究評議会を置く。（定款第21条）
　　　前３号に掲げる者のほか、当該大学の職員以外の者で大学の教育研究に関し広くかつ高い識見を有するもの（定
款第21条３項４号）

　　　教育研究評議会は、次に掲げる事項を審議する。
　　①　中期目標について知事に対して述べる意見に関する事項（第20条第１号に掲げる事項を除く。）
　　②　中期計画及び年度計画に関する事項（第20条第２号に掲げる事項を除く。）
　　③　学則（法人の経営に関する部分を除く。）その他の教育研究に係る重要な規程の制定又は改廃に関する事項
　　④　教員人事に関する事項
　　⑤　教育課程の編成に関する方針に係る事項
　　⑥　学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関する事項
　　⑦　学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針及び学位の授与に関する方針に係る事項
　　⑧　教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項
　　⑨　その他大学の教育研究に関する重要事項
　　（定款第23条）

1.1.2　法人設立の趣旨
　公立大学法人の趣旨は既に説明したとおりだが、その「運営基盤強化」のための、「組織・運営の改革の内容」として、
その一番目に「府民の意向を反映した目標・評価による運営改善」として「京都府大学改革基本計画」には以下のよう
に記載されている。

【現行】
目標・評価に関する制度は、評価機関による教育研究評価と各大学が実施する自己点検評価のみ。
【法人化後】
現行に加えて、府民の意向を反映させた中期目標の策定とそれに基づく中期計画・年度計画等の策定・評価を行うこととな
り、学生や府民の視点での運営改善の仕組みが確立
・京都府が大学の意見を聞いて中期目標を作成、府民・府議会等の意向反映 (議会議決 )

・京都府が設置する評価委員会による運営評価の実施
・府立医科大学附属病院での更なる経営改善の実施

　つまり法人化の導入の目標を達成するためには、京都府と連携したマネジメント・サイクル（ＰＤＣＡ）を適切に実
施することが大切であることがうたわれている。
　①　中期目標の設定（京都府）
　②　中期計画及びそれを具体的行動にまで落し込んだ単年度計画の策定（法人）
　③　中期計画及び単年度計画に対する自己評価（法人）と第三者評価（京都府）
　④　評価結果の次年度単年度計画策定への反映
　これらが適切に実施できるよう制度を設計し、効果的・効率的に運用することが公立大学法人にとって最も重要な事
項であるといえる。

1.2　中期目標と中期計画
1.2.1　中期目標（全文）
　中期目標は京都府において検討され策定される。
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　中期目標を達成するための計画期間は６年間である。
　中期目標は、法人運営の要であり、京都府民の意向を反映したものである。また本報告の「第３ 外部監査の結果及
び意見」は基本的に当該中期目標を念頭に置き、その趣旨に照らし合わせて検討したものであるので、その内容につき
全文を記載することとする。

第１　中期目標の期間及び教育研究上の基本組織
１　中期目標期間
　平成20年４月１日から平成26年３月31日まで
２　教育研究上の基本組織
　別表に記載する大学、学部、大学院等を置く。
第２　教育研究等の質の向上に関する事項
１　教育等に関する目標
　⑴　教育の成果等に関する目標
　　 　世界に通用する専門能力と技術力及び豊かな人間性を身につけ、幅広い教養に基礎づけられた総合的な判断力を持
ち、文化の創造と社会形成の担い手となる有為な人材を育成する。

　　ア　大学教育等
　　　ア　医科大学
　　　　 　生命及び人間の尊厳を基盤に、医学知識はもとより心技体に優れた医学研究者、臨床医及び看護師等を育成する

とともに、幅広い視野で物事を捉え、京都府民の健康を守り地域医療・保健に貢献する医療人を輩出する。
　　　イ　府立大学
　　　　 　広く人文・社会・自然の諸分野にわたる真理を探求し、教育を行うことによって、豊かな知性と教養、論理的思

考力と高度な専門能力を備え、社会への責任感を持ち、京都府民の生活の向上に寄与し地域社会と国際社会の持続
可能な発展に貢献できる人材を育成する。

　　　ウ　３大学連携
　　　　 　京都工芸繊維大学との大学間連携については、３大学がいずれも地域の社会・産業に貢献してきた長い歴史と伝

統を有することや学問分野の相互補完性、地理的な近接性等に鑑み、その特色ある教育・研究を活かしつつ相互の
連携や共同化を図ることにより、教育・研究の充実を進め、地域貢献に寄与する。

　　イ　学部教育
　　　ア　医科大学
　　　　　医学部
　　　　ａ 　世界トップレベルの医学を京都府民の医療に結びつけられる、高い使命観・倫理観・幅広い教養・豊かな人間

性を兼ね備えた医療従事者、医学研究者及び医学教育指導者を育成する。
　　　　ｂ　地域保健・医療を理解し、貢献する人材を育成する。
　　　イ　府立大学
　　　　ａ　文学部
　　　　　 　人間の文化的・社会的営為に関する人類の英知を継承して、幅広い教養と見識を育むとともに、京都の歴史・

伝統・文化の総合的な教育研究や、京都を文化的側面から捉えた学科横断的な教育を特色として、ことば（言
語）と文学・歴史と文化遺産にかかわる専門領域を深く探求することを通じて、豊かな人間性と総合的な視野を
持ち、現代社会・地域社会が提起する文化的・地域的な諸課題を担い、また国際化する社会にも貢献し得る人材
を育成する。

　　　　ｂ　公共政策学部
　　　　　 　生涯にわたる人間発達を多様に実現する社会（福祉社会）を、個人・ＮＰＯ・地域コミュニティ・企業・行政

などが協働して築くために、京都府の行政や関係団体との密接な連携のもと、より高い政策立案能力や問題発見
・解決能力を持って公共に携わる人材、地域における福祉や人間形成の担い手となる人材を育成する。

　　　　ｃ　生命環境学部
　　　　　 　「生命」と「環境」を共通のテーマとして、京都府の農林業等の産業や地域社会の活性化に貢献するとともに、

安全で安定した食の生産、食環境の向上、生命分子機能の応用、人間生活と住環境及び自然環境と情報環境の向
上、森林との共生に第一線で携わることのできる人材を育成する。

　　ウ　大学院教育
　　　　各学部の教育目標を受けて、地域への視点を確保しつつ専門分野の一層の高度化を図る。
　　　ア　医科大学
　　　　ａ　大学院重点化大学としての先端医学研究者並びに高度先進医療を推進する人材を育成する。
　　　　ｂ　ヘルスサイエンスにおける多様な学際的研究活動を推進し得る、次代を担う指導的人材を育成する。
　　　イ　府立大学
　　　　 　人文・社会・自然の諸学術分野における理論及び応用を修得させ、世界水準の優れた研究者を育成するととも

に、高度の専門性を持つ職業を担うための深い学識及び卓越した能力を持ち、国際化する社会の中で指導的役割を
果たし得る人材を育成する。

　⑵　教育の内容等に関する目標
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　　ア　入学者受入れ
　　　ア 　大学及び大学院では、入学者受入方針（アドミッションポリシー）を明示し、府立の大学で学びたいという意欲

あふれる多様な学生を幅広く受け入れるとともに、多様な入学者選抜方法を導入する。
　　　イ　社会人が学習しやすい環境の整備拡充を図るとともに、積極的な受入れを行う。
　　イ　教育課程
　　　ア　学部
　　　　ａ　医科大学
　　　　　⒜　教養教育
　　　　　　 　専門教育との連携にも配慮しながら必要な基礎的知識を習得させるための医学準備教育を重視した教育を行

う。
　　　　　⒝　専門教育
　　　　　　　基礎医学・社会医学、臨床医学、看護学の連携を重視したカリキュラムの編成・実施に向けて取り組む。
　　　　　　　地域医療・チーム医療等について理解と関心を深めるための幅広い教育を推進する。
　　　　b　府立大学
　　　　　⒜　教養教育
　　　　　　 　全学的な教養教育体制を確立するとともに、学生が抱える教育的諸課題を踏まえた総合的な教養教育カリ

キュラムを作成し、重点項目を明示して、特色ある教育を実施する。
　　　　　⒝　専門教育
　　　　　　 　学部改革・再編の成果を踏まえ、各学部・学科の教育課題を明らかにし、重点的に取り組むべき教育内容を

明示するとともに、その実施を図る。
　　　　ｃ　３大学連携
　　　　　 　京都工芸繊維大学とも連携し、３大学の特性を活かした特色ある教養教育カリキュラムを作成し教育内容の充

実を図る。
　　　イ　大学院
　　　　ａ　医科大学
　　　　　⒜ 　大学院重点化大学として、次代のヘルスサイエンス分野の研究・教育を担い得る人材を育成するため、各専

門分野の深化を図るとともに、横断的・学際的カリキュラムを充実させる。
　　　　　⒝　修士課程においては医学を軸にした学際的・融合的カリキュラムを豊富化する。
　　　　ｂ　府立大学
　　　　　 　優れた研究者及び高度専門職業人の育成を可能にするため、各専攻分野の内容の高度化、先端化、学際化及び

国際化等に対応できるようカリキュラムの充実を図る。
　　ウ　教育方法
　　　ア　学部
　　　　ａ 　学問領域・専門分野や授業科目等の特性に応じた有効な授業形態・学習方法等の改善を進めるとともに、免許

・資格等の取得を含め専門的能力の向上を図る。
　　　　ｂ 　授業の到達目標と成績評価基準を明示し、学生の学習意欲を高めるとともに、適切な単位認定、進級・卒業判

定を行う。
　　　　ｃ　３大学連携による合同授業等の実施など単位互換等を活用した効果的で多様な教育機会を確保する。
　　　イ　大学院
　　　　ａ 　授業形態、研究指導の改善を図り、きめ細かな教育研究指導を行うとともに、組織的な指導協力体制を確立す

る。
　　　　ｂ　研究活動及び専門能力の評価体制を整備し、厳正かつ公正な成績評価と学位論文審査を行う。
　　　　ｃ 　関係行政機関や地域の組織・産業等との連携を進め、大学での教育研究と現場との融合を図ることにより、教

育方法の高度化を推進する。
　⑶　教育の実施体制等に関する目標
　　ア　教員組織
　　　 　行政や民間機関等も含めて、幅広く教育研究、運営能力に優れた人間性豊かな教職員を確保するとともに、柔軟か

つ多彩な人員配置を行い組織の活性化を図る。
　　イ　教育環境等の充実
　　　ア　既存の施設・設備を有効に活用するとともに、老朽化施設・設備の整備など、教育施設・設備の充実を図る。
　　　イ　学術情報収集機能を拡充するため、附属図書館等の機能充実・整備を図る。
　　　ウ 　教養教育の充実を推進し、３大学連携による教養教育の共同化を進めるため、総合的な教育研究交流機能を有す

る施設を整備する。
　　ウ　教育活動の評価
　　　ア　大学の社会的使命を踏まえ大学教育の質の向上に積極的に取り組む体制を整備する。
　　　イ 　教員の自己評価や学生による授業評価など、教員の教育能力向上に資する活動に積極的に取り組み、教育方法の

改善を図る。
　⑷　学生への支援に関する目標
　　ア　学習支援
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　　　　学生の学習意欲を高めるとともに、自主的な学習を支える制度・環境整備を行う。
　　イ　学生生活に対する支援
　　　ア 　学生が安心・安全、かつ快適で充実した学生生活が送れるよう学内環境を整備・強化するとともに、留学生に対

する支援の充実を図る。
　　　イ 　就学困難な学生に対する個別指導の充実や、授業料の減免をはじめとした学生の経済負担の軽減など学生支援を

行う。
　　ウ　就職・継続的教育支援
　　　ア　きめ細かな就職指導や情報収集・提供機能の強化など、学生ニーズに対応した就職活動支援体制を一層強化する。
　　　イ　医科大学では、附属病院や連携を進める関係病院等において、卒後教育・研究の支援を行う。
２　研究に関する目標
　⑴　研究水準及び研究の成果等に関する目標
　　ア　目指すべき研究の方向・水準
　　　ア　目指すべき研究水準・目標
　　　　ａ 　基盤的研究や学際研究における高い水準の研究活動を推進するとともに、その成果の実践的研究（臨床研究）

や地域を対象とした研究への総合的展開を進め、教育や地域貢献に反映する。
　　　　ｂ 　学界において高い水準の研究を展開するとともに、学外有識者の意見・評価を積極的に聴取し、研究の水準・

成果の検証を行う。
　　　イ　研究内容等
　　　　 　大学として取り組むべき基盤的研究とともに、大学の特性を活かした研究領域を定め、重点的・戦略的な研究を

推進する。また、地域社会の要請等に対応するため、組織の枠組みを超えた先端的・学際的研究を推進し、地域に
おける「知の拠点」にふさわしい研究力を向上させる。

　　イ　研究成果の地域への還元
　　　ア 　府市町村が抱える行政課題や地域課題に具体的に対応できる研究体制を構築するとともに、政策提言などシンク

タンク機能の強化を図る。
　　　イ 　研究成果の開示と積極的な国内外への発信により、文化・福祉・医療・科学・産業の発展に寄与するとともに、

新産業の創出等に貢献する。
　⑵　研究実施体制等の整備に関する目標
　　ア　研究実施体制等の整備
　　　ア 　学内の既存の研究領域の枠を超えた横断的・学際的な研究分野の開拓を行い、さらに３大学連携をはじめとし

て、国内外の他大学・試験研究機関・行政機関等との連携、民間企業との研究交流の推進や、外部の優秀な人材の
受入れ等ができる柔軟な研究体制の構築を推進する。

　　　イ 　基盤的な研究の確保を図るとともに、重点課題や地域課題、若手研究者育成等に資源の戦略的配分を行うなど機
動的な運営を行う。

　　イ　研究環境・支援体制の整備
　　　ア 　先端・学際研究など研究の高度化に対応した機能強化と研究支援体制の整備を図るとともに、共同研究を推進し

学内外の研究施設等の有効活用を進め、研究環境の総合的な向上を図る。
　　　イ　知的財産の創出、取得、管理についての方針を定め、具体化する。
　　ウ　研究活動の評価
　　　ア　目指すべき研究水準の実現に関する研究成果や業績などについて、客観的に評価できるよう体制を整備する。
　　　イ　研究者がより意欲的に取り組めるよう、評価結果を研究の質の向上につなげる体制を構築する。
３　地域貢献に関する目標
　⑴ 　府民の健康と福祉の向上、京都の文化と産業の個性的発展に貢献する府立の大学として、幅広い地域貢献に積極的に
取り組む。

　⑵ 　両大学の知的資源を総合的に活用するために、地域と大学を結ぶ新たな共同窓口を設置し、地域連携・地域貢献を推
進する。

　　ア　府民・地域社会との連携（多様な学習機会の提供）
　　　ア 　京都の特色を活かした講座など生涯教育の充実を図ることにより、地域社会や府民の要請に対応した社会人教育

を一層推進する。
　　　イ　大学の施設を積極的に地域に開放し、地域との交流及び地域貢献を行う。
　　イ　産学公連携
　　　 　企業・行政機関等との連携・協力を積極的に推進することにより、両大学における研究を活性化し、あわせて「知」

の産業化、地域における新産業創出に貢献する。
　　ウ　行政等との連携
　　　ア 　地域課題や行政課題等の研究・提案機能を強化し、府や市町村等への提言機能の充実を図るとともに、行政職員

の育成に貢献する。
　　　イ　府市町村や試験研究機関等との連携を強め、地域振興・教育・保健・福祉・医療などの事業の推進に貢献する。
　　　ウ 　地域力再生を目指す内発的な取組に貢献するとともに、地域課題の解決に取り組む住民との連携・協働の推進を

図る。
　　エ　教育機関との連携
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　　　ア　３大学連携など地域の大学との連携を推進し、地域貢献機能の強化を図る。
　　　イ　高大連携など地域の教育機関との事業連携を一層推進する。
　　オ　医療を通じた地域貢献
　　　ア 　教育研究の充実と地域への還元、病病連携・病診連携の強化、医師確保困難地域への医師派遣など、地域医療を

支える拠点として多面的な地域貢献を行い、京都府における医療水準の向上に資する。
　　　イ 　京都府と協力して医療センターの拡充・強化や総合的な地域医療ネットワークの構築等により、適正な府内の医

師確保に貢献する。
　　　ウ 　府や市町村等が実施する医療・保健・福祉に関する政策形成・調査や疾病の予防・健康づくりのための活動を支

援する。
４　医科大学附属病院に関する目標
　⑴　臨床教育等の推進
　　ア 　地域医療に関心を持つとともに、高度な専門知識や技術、豊かな人間性と倫理観を兼ね備えた信頼される、医師、

看護師をはじめとする医療人を育成する。
　　イ 　大学附属病院として、関係病院と連携し、卒前・卒後を含め、幅広く充実した臨床教育及び実習の中心的役割を果

たす。
　⑵　医療サービスの向上
　　ア　患者サービスの向上を図るとともに、患者本位の安全で安心な医療の提供を図る。
　　イ　情報管理体制の整備を図り、医療情報を適正・厳格に保護・管理する。
　⑶　高度で安全な医療の推進
　　　研究成果を診療に反映させるとともに、世界トップレベルの医療を提供する。
　⑷　地域医療への貢献
　　ア 　府民の生命と健康を守る中核的医療機関として、他の医療機関等との連携を密にし、地域における医療・保健・福

祉の向上に貢献する。
　　イ　府民に適時・適切な医療が提供できるよう、病病連携・病診連携を強化する。
　　ウ　地域における薬剤師や栄養士等の育成を積極的に進め、地域医療の充実に貢献する。
　⑸　政策医療の実施
　　　京都府の政策医療の中核病院としての機能を担い､ 新たな医療問題や政策課題に迅速に対応する。
　⑹　病院運営体制の強化と健全な経営の推進
　　ア 　管理運営体制の充実・強化を図るため、病院長を中心とした機動的な運営が可能となる組織編成を実施するととも

に、医事部門・医療情報部門など専門性の高い業務分野の強化を図る。
　　イ　病院運営に関する経営目標を明確化するとともに、効率・効果的な病院経営と、健全な財務体質の確保を図る。
５　国際交流に関する目標
　⑴　国際的な相互交流を積極的に進め、国際的な視野を持って活躍できる人材を育成する。
　⑵　研究者の受入れや派遣、共同研究の推進、学生の相互交流など国際的な教育研究交流の推進を図る。
第３　業務運営の改善等に関する事項
１　運営体制に関する目標
　⑴　業務改善
　　　業務についての適切な評価と見直しを行い、教職員の意識改革を進めるとともに、業務運営の透明性の向上を図る。
　⑵　運営体制の改善に関する目標
　　ア 　理事長と学長のリーダーシップによる迅速な意思決定のもとで、戦略的かつ効果的な法人・大学運営に取り組むと

ともに、各部門における権限と責任を明確にして、機動力のある組織体制を構築し、絶えず改善を図る。
　　イ 　教学と経営との適切な役割分担を行いつつ、経営審議会及び教育研究評議会等の諸機関を円滑に機能させ、戦略的、

機能的な組織運営を図る。
　　ウ 　府民に対する説明責任を果たし、透明性の確保と、社会ニーズを適切に反映させる業務運営を進めるため、外部有

識者等の積極的な参画と運営状況の積極的な公開を図る。
２　教育研究組織に関する目標
　教育研究組織が、その目的・目標に即して機能し、運営されているか、常に点検・検証するとともに、柔軟かつ機動的に
組織の改革や教職員配置の改善を行う。
３　人事管理に関する目標
　⑴　評価制度・システム等
　　　教職員の業績を適正に評価するシステムを構築し、評価結果を業務の質の向上につなげられる体制を整備する。
　⑵　効率的配置
　　　法人や大学の業務を戦略的かつ効率的に遂行するため、組織の見直しと教職員の柔軟な配置を行う。
　⑶　雇用・勤務形態等
　　 　柔軟性に富んだ勤務形態や雇用などを通じて、高度な専門性や豊かな経験を持った優秀な人材の確保を図るととも
に、透明性の高い雇用制度を構築する。

　⑷　教職員の育成
　　　能力開発や人材育成制度の充実を通じて、高度な専門知識・経験を持つ教職員を育成する。
４　事務等の効率化に関する目標
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　⑴　１法人２大学の特性を最大限に活かし、共通する事務部門を統合し、効率的な運営を行う。
　⑵ 　情報通信技術の活用等による効果的な事務処理方法を推進して効率的な法人運営を図るとともに、外部委託等の導入
を図るなど徹底的な業務内容の見直し等を行い、業務の効率化・簡素化を進める。

第４　財務内容の改善に関する事項
　自主・自律的な大学運営、情報の公開による透明性の確保、責任ある執行体制、企業会計原則に基づく財務会計制度によ
る効率的・機動的な事務執行等、法人化の利点を最大限に活かす大学経営を行う。
１　収入に関する目標
　⑴ 　学生納付金・病院使用料等授業料や病院使用料・手数料等については、府立の大学・病院としての役割や適正な受益
者負担の観点からその妥当性を検証し、適宜見直しを行う。

　⑵　外部研究資金等の積極的導入
　　ア 　研究内容の高度化等に対応するため、競争的資金獲得に積極的に取り組むとともに、産学公連携による共同研究や

受託研究等を推進する。
　　イ 　大学の特性を活かした自主事業等による財源の確保に取り組む。
２　経費に関する目標
　徹底的な業務の見直しを推進し、効率的な運営を行うことによって、経費の抑制を図る。
３　資産運用に関する目標
　法人の資産（土地、施設・設備等）の実態を常に把握・分析し、効率的・効果的な運用を図る。
第５　教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項
１　評価の充実に関する目標
　⑴ 　教育研究活動及び業務運営等に関する自己点検・評価を定期的に実施するとともに、認証評価機関等による評価を受
ける。

　⑵ 　自己点検・評価及び外部評価の結果については、教育研究活動及び法人運営の改善に迅速に反映させるとともに、ま
たその内容を速やかにかつ積極的に公表する。

２　情報公開等の推進に関する目標
　広報体制の整備・充実を図り、法人の運営や教育研究等について、開かれた大学として積極的に情報を公表し、府民に対
する説明責任を果たす。
第６　その他運営に関する重要事項
１ 　施設・設備の整備・活用等に関する目標既存の施設や設備の利用状況等を調査点検し、教育研究施設等の有効活用を図
るとともに、中長期的な視点に立って、計画的な施設・設備の整備・改修を進める。
２　安全管理に関する目標
　⑴　緊急時に迅速かつ的確に対応できるように、危機管理体制を整備する。
　⑵　安全管理体制を整備するとともに、教職員や学生等に対する安全教育を推進する。
　⑶　災害時に大学の資源を地域に還元することができるように、日頃より地域や関係機関との連携等を図る。
３　社会的責任に関する目標
　⑴　環境への配慮に関する目標
　　 　環境問題に関する教職員や学生の意識の啓発を図るとともに、環境への負荷の少ないものに改善するなど、環境に配
慮した大学運営を図る。

　⑵　法人倫理に関する目標
　　ア　法令遵守の徹底と人権の尊重や男女共同参画の推進を図り、大学の社会的責任を果たす全学的な体制を整備する。
　　イ　個人情報保護体制を整備し、個人情報の適正な管理を図る。

1.2.2　中期計画
　中期計画の骨子は以下のとおりである。

「京都府公立大学法人中期計画の骨子」
◆京都府公立大学法人中期計画４つの柱
１　教育研究
～百年を超える伝統や実績を継承する京都府の知の拠点として、質の高い教育研究を実施～
○ 医科大学において、世界トップレベルの医学を京都府民の医療に結びつけられる医療人・研究者や、地域保健・医療を理
解し貢献する人材を育成します。
○ 府立大学において人文・社会・自然分野で、高度な専門教育や京都学など地域に根ざした幅広い教育等を推進し、地域か
ら地球規模に至る様々な課題に対処できる知識と応用力を身につけた人材を育成します。
○ 医科大学、府立大学、京都工芸繊維大学の３大学で教養教育共同化を推進するとともに、京都薬科大学とも連携したヘル
スサイエンス系共同大学院の設置を目指します。
○ 各学部・研究科において研究の重点目標を設定し公表するとともに、医工連携、バイオ連携、生命・環境連携、ヘルスサ
イエンス等の分野でのプロジェクト研究を推進し、ＣＯＥ等の競争的資金の獲得を目指します。
２　地域貢献
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～他大学や地域の多様な主体と協力・連携し、幅広く地域社会に貢献～
○ 医科大学の産学公連携戦略本部、府立大学の地域連携センターを中心に、地域連携、産学公連携を進め、これらを統轄し
た共同の窓口を設置します。
○ 地域を対象とした研究や行政、試験研究機関、産業界等との連携・共同研究を推進し、地域医療や地域の文化・観光・福
祉・環境・産業等の地域課題・行政課題に対応します。
○職業能力開発・向上に資する社会人再教育プログラムを開設します。
○府と連携して、医師確保困難地域はもとより、府内における医師確保に積極的に取り組みます。
３　附属病院
～「世界トップレベルの医療を地域へ」を理念に、安全・安心の医療を提供～
○医療安全管理を推進するとともに、質の高い医療機器維持管理システムを確立します。
○再生医療等の高度な医療を積極的に推進し、先進医療の承認申請件数10件以上を目指します。
○附属病院外来診療棟を整備します。
○臓器別・疾病別にメディカルセンターを整備し、最適な医療を提供します。
○小児難治性疾患から子どもを守るための「小児医療センター」を整備します。
○がん診療拠点病院として、がんの集学的治療やがん緩和医療を推進します。
４　効率・効果的な業務運営
～２大学経営統合のメリットを生かした効率・効果的な業務運営の実施～
○２大学を運営するメリットを生かし、法人として共通する事務部門を統合し、効率的な運営を行います。
○病院運営に関する経営目標を示し、効率・効果的な病院経営を行います。
○教育研究活動及び業務運営等に関する評価をするため、認証評価機関等による認証評価、病院機能評価を受審します。

1.2.3　中期目標と中期計画との対比
　中期目標の各項目に呼応して、中期計画が設定されている。
　どのように設定されているかについて　法人化の大きな目標である「第３　業務運営の改善等に関する事項」と「第
４　財務内容の改善に関する事項」について対比する形式で示すと、以下のようになる。

【図表1.2.3】中期目標と中期計画の対比
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1.3　中期計画と単年度計画
　同じく中期計画の各項目に呼応して、年度計画が設定されている。
どのように設定されているかについて、「第３ 業務運営の改善等に関する事項」について対比する形式で示すと、以下
のようになる。

【図表1.3】中期計画と年度計画の対比
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1.4　単年度計画の評価
1.4.1　評価の手順
　平成22年度年度計画評価作業の法人における自己評価スケジュールは以下のとおりであった。（平成23年５月19日現
在）

・３月15日　京都府公立大学法人評価委員会が評価実施要領明示
・３月17日　法人理事会で年度計画評価実施要領報告

・４月中　　各大学で業務実績報告書の作成開始

・５月19日　法人理事会で第１回目審議
・５月26日　医大教育研究評議会

・６月８日　府大教育研究評議会
・６月中旬　経営審議会で審議
・６月下旬　法人理事会で決定
・６月下旬　京都府に報告

　以上を受けて、評価委員会による評価が実施される。
　主なスケジュールは以下のとおりである。

・６月下旬　　法人から業務実績報告書の提出
・６月下旬　　各委員に上記報告書の配布

・７月上中旬　評価委員会での検討（２時間程度）
・７月～８月　法人からの説明聴取等による検証（１回）

・８月中　　　評価案を事務方が作成し、各委員に確認
・８月下旬　　年度評価の決定、知事への報告、公表

1.4.2　評価委員
　平成22年度の評価委員は以下のとおりである。

【図表1.4.2】平成22年度評価委員会の評価委員
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1.4.3　評価の方法
　評価方法は、「大項目」と「小項目」に分けて行われる。
　「小項目」の評価は、基本的に年度計画の項目ごとに行われ、以下の４段階で評価される。

Ⅳ　年度計画を上回って実施している
Ⅲ　年度計画を十分に実施している
Ⅱ 年度計画を十分には実施していない
Ⅰ　年度計画を実施していない

　「大項目」（小項目は５項目の大項目に区分される）の評価は、以下の５段階で評価される。

Ｓ　特筆すべき進捗状況にある（評価委員会が特に認める場合）
Ａ　順調に進んでいる（すべてⅣ又はⅢ）
Ｂ　概ね順調に進んでいる（Ⅳ又はⅢの割合が９割以上）
Ｃ　やや遅れている（Ⅳ又はⅢの割合が９割未満）
Ｄ　重大な改善事項がある（評価委員会が特に認める場合）

1.4.4　平成22年の評価結果の要約
　平成22年度の評価結果について要約すると以下のとおりである。

【図表1.4.4】平成22年度の評価結果要約
　

1.5　意見
1.5.1　法人ガバナンスの問題点
　⑴　経営審議会
　　　経営審議会は、法人の経営に関する重要事項を審議する機関として、理事会の下に設置されている。
　　　審議事項は、再掲するが、以下のとおりである。
　　①　中期目標について知事に対して述べる意見に関する事項のうち、法人の経営に関するもの
　　②　中期計画及び年度計画に関する事項のうち、法人の経営に関するもの
　　③　学則（法人の経営に関する部分に限る。）、会計規程、役員に対する報酬及び退職手当の支給の基準、職員の給

与及び退職手当の支給の基準その他の経営に係る重要な規程の制定又は改廃に関する事項
　　④　予算の作成及び執行並びに決算に関する事項
　　⑤　組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項
　　⑥　その他法人の経営に関する重要事項

　　　理事会が、理事長、監事を除くと、外部理事（学外者）が２人であるのに対し、経営審議会は、委員14人のうち
学外委員が８人（理事長を除く）と過半を占めている。ちなみに教育研究評議会の委員は、府立医科大学が、14人
中外部委員が３人、府立大学は19人中学外委員が２人という状況である。
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　　　従って、経営審議会は、経営に関する重要事項を審議するという使命はもちろん、法人化のもっとも重要な課題
の一つである「大学外部からの運営参加の確保」という意味からも、活発な活動が期待されるものである。

　　　しかるに、理事会及び教育研究評議会がほぼ毎月開催されるのに対して、経営審議会は、平成20年度が３回、平
成21年度が２回、平成22年度が２回と開催回数が極端に少ない。かつ、それぞれの会議の時間は１時間半から２時
間と短い。このような状況をもって、本当に法人の経営に関する重要事項が審議されているといえるのだろうか。
上記、定款に定める審議事項がまっとうされているのであろうか。経営審議会の形骸化が危惧される。本来の目的
を達成するためには、少なくとも、現行よりも頻繁に開催されることが必要であると考える。

　　　経営に府民の意見を取り入れる、または学外者を運営に参画させることにより、府民に支えられた大学としての
説明責任や効果的な運営を行うとした法人化本来の趣旨が、十分に実行されていないと感じざるを得ない。

　　　学外者がより活発に積極的に経営に関与し、府民の意見を多く取り入れた透明性の高い大学運営が行えるよう、
経営審議会の開催及び運営について再考を促したい。

　⑵　教育研究評議会
　　　教育研究評議会は、大学ごとに設置されている。
　　　教育研究評議会は、大学の教育研究に関する重要な事項を審議するものとされており、審議事項は定款に以下の
ように定められている。

　　①　中期目標について知事に対して述べる意見に関する事項（第20条第１号に掲げる事項を除く。）
　　②　中期計画及び年度計画に関する事項（第20条第２号に掲げる事項を除く。）
　　③　学則（法人の経営に関する部分を除く。）その他の教育研究に係る重要な規程の制定又は改廃に関する事項
　　④　教員人事に関する事項
　　⑤　教育課程の編成に関する方針に係る事項
　　⑥　学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関する事項
　　⑦　学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針及び学位の授与に関する方針に係る事項
　　⑧　教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項
　　⑨　その他大学の教育研究に関する重要事項

　　　さて、京都府立医科大学の教育研究評議会の議事録を閲覧した。
　　　教育研究評議会は、ほぼ毎月開催されており、審議事項も多い時で20項目を超える。会議の時間は概ね２時間前
後であると思われる（平成20年度第７回会議以降の議事録に終了時間の記載がないので正確には分からない）。

　　　平成20年度からの３期間の会議録を閲覧を行ったが、審議事項のうち、当該評議会で否決（不承認）されたもの
は１件、保留（一部保留を含む）は６件しかない。平成21年度の第７回（平成21年11月）以降平成22年度末までで
は、すべての審議事項が承認されている。

　　　大学の意思決定機関としては、教育研究評議会の他に、各教授が構成員となって開催される教授会がある。また
学内会議として、管理職会議（府立医科大学）あるいは部局長会議（府立大学）がある。

　　　会議録のレビューの結果からは、教育研究に係る重要な事項は、教授会や学内会議において審議・決定され、教
育研究評議会はそれらを追認しているだけのようにも見える。教育研究評議会が役割を十分に果たされることを期
待する。

1.5.2　中期計画の問題点
　⑴　中期計画の「指標」について
　　　中期計画は、京都府が定めた「中期目標」に従って、京都府公立大学法人がそれを具体的に達成するための道筋
を示したものといえる。

　　　すでにこの報告書でも掲載したように、中期目標は、あるべき方向性を示したもので、具体的になにがどうなれ
ば目標が達成できたことになるのかという、「指標」（あるいは「数値目標」）を示していない。従って、それを受
けた中期計画において、それら指標を示す必要がある。

　　　マネジメント・サイクル（ＰＤＣＡ）においては、スタートとなる計画の策定が最も重要であり、ここで明確な
指標が定められなければ、具体的な行動が実行できないばかりか、実行した結果を正しく評価することができない。
つまり、法人運営において中期目標が達成された状態を示す具体的な指標が、中期計画策定時において設定されな
ければならない。

　　　さて、以下において、中期計画において数値として指標が示されている項目及びそれに対する平成22年度の計画
ならびに実績を示した。
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【図表1.5.2-1】中期計画の指標と22年度の達成状況
　　

　　　中期計画の項目数（「項目番号」）は平成22年度においては、全部で446項目である。指標となるものは数値目標
に限定されないとしても、上記のように数値目標が定められているのが14項目のみというのはあまりにも少なく感
じられる。

　　　中期計画の修正の際に、数値目標についても再検討されることを提言する。
　　　あるべき指標は、数値によるものに限定されない。あるべき姿が明確に示されていればそれも指標といえる。
　　　例えば、平成22年度の中期計画にある「第３業務運営の改善に関する事項」「１運営体制に関する目標を達成す

るための措置」の項目番号375 「運営状況の積極的な公開を進めるため、理事会、経営審議会及び教育研究評議会
の議事内容をホームページで公開する。」などは、数値目標ではないが、なにをどうすればいいのかが明確に示さ
れており、指標として認めることができる。

　　　ただし、このような指標として認められるような項目も（読み方にもよるかも知れないが）中期計画にはかなり
限られているように思える。

　　　中期計画の見直しの際には、各項目について「だれが、いつまでに、なにを、どう、おこなうか」ということ（つ
まり「指標」）が具体的に設定される必要があると考える。

　⑵　年度計画と中期計画の関連について
　　　各年度の年度計画は、中期計画において予め定められているのではなく、年度ごとに策定される。指標について
も同様に、最終年度である平成25年度までの分が予め設定されているのではなく、年度ごとに策定される。

　　　このような年度計画の策定方法は、十分に注意しないと、中期計画が意図するところの年度ごとの進捗と各年度
に設定される年度計画が乖離する可能性を生じせしめる。つまり、例えば、平成22年度の年度計画や指標は、中期
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計画や中期目標が意図するところの進捗の程度から乖離し、平成22年度に実現しそうなものが策定されてしまうと
いう危険性である。

　　　中期計画期間も半分が経過したところでもあるので、中期目標に示された方向性や中期計画が意図するところの
道筋とたがわず、各年度の年度計画が策定されているかを検証することが、現段階における最重要課題ではないか
と認識する。

1.5.3　年度計画の評価の問題点
　⑴　評価の基準
　　　すでに述べたように「京都府公立大学法人の業務の実績に関する評価」の「小項目」の評価は以下の４段階評価
である。

Ⅳ　年度計画を上回って実施している
Ⅲ　年度計画を十分に実施している
Ⅱ　年度計画を十分には実施していない
Ⅰ　年度計画を実施していない

　　　４段階評価の方法は、「良いか」「悪いか」が明確となるため評価結果が厳格なものになるという良い面があり、
利用されるケースが多い。

　　　しかし、当該評価結果を見る限り、このような４段階評価の良い面が十分に反映されているのか疑問に思える。
　　　例えば、「Ⅳ」と「Ⅲ」が「良い」（つまり、「達成度合いが計画で期待している水準を超えている」）という評価
になると考えると、平成22年度の評価結果（評価委員評価）は、単年度計画の97.5%が良好に実現されたという
ことになる。これは、「Ⅲ」の評価が圧倒的に多いことによる。（「Ⅲ」の評価は、全体の93.7%になる）。

　　　そこで実際に「Ⅲ」と評価した項目を、例としてあげてみる。
　　　先ほども示した「第３業務運営の改善等に関する事項」が、「大項目」の評価で昨年（平成21年度）の「Ｂ」評
価から「Ａ」評価にステップ・アップしているので、この中から抽出する。

　　＜項目番号368＞　評価「Ⅲ」
　　

　　　この項目をみると、「年度計画を十分に実施している」のか「年度計画を十分には実施していない」のかと問わ
れた場合、前者を選択してしまう可能性が高いと思える。しかし、外部委員等を登用すること及び両大学の学長が
副理事長を兼ねることは既に決定されていることなので、特に積極的に何かが実施されたことは「実施状況」には
記載されていない、とも読める。つまり「普通」（「計画通り実施された」あるいは「達成度について判断できない」）
である（「的確に大学運営に反映させた」何かかが記載されていれば別だが）。さらにいうと、「中期計画」の最大
のポイントである「民間の活力も活かしながら大学運営の透明化、活性化を図る」については、なんら記載されて
いない。

　　　問題は、このように、「良かった」のか「悪かった」のか、判断に迷う場合、あるいは不明な場合は「Ⅲ」が選
択される可能性があるということである。

　　　ちなみに、法人の自己評価において配布された「年度評価作業の留意事項」には、

（がんばってやったという）内容を詳しく書いてあるだけではⅣの評価は得られない。更に進んだ（中期計画の翌年分も
取り込んだ）という具体的な内容が必要。
（基本はⅢ評価）

　　　＊最後の（基本はⅢ評価）は、実際に配布された留意事項に、同様に太字で下線が引かれて記載されている。
　　　もし、評価「Ⅲ」を「普通」と読み替えたとしたら、平成22年度の単年度計画の実施状況の評価は、全体で「良
かった（Ⅳ）」が3.8％、「悪かった」2.5％という結果となる。つまり、「平成22年度京都府公立大学法人の業務の
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実績に関する評価結果」の「全体評価」に記載されている、「・・・年度計画445項目中435項目（97.5%）において、
「年度計画を上回って実施している」、「年度計画を十分に実施している」と認められた。」というような自己肯定
的な結果ではない、ということが言える。このような記載は、悪くとらえると府民に実態と異なった誤解を与える
ものとなりかねない。

　　　評価委員会の第１回議事録にも「全体感想」として、

「Ⅲ」は計画が順調に進んでいるという高い評価であるということを法人側に十分理解してほしい。

　　　というコメントが記載されている。
　　　さて、話を「指標」に戻すが、数値目標が示された項目の評価結果をみてみると、「Ⅱ」14.3％、「Ⅲ」71.4％、

「Ⅳ」14.3％となっている。この結果は、指標を定めることが「良かった」「悪かった」という明確な評価につな
がる、ということを示している、と受け取ることができる。

　⑵　その他の評価の例示（参考）
　　　参考に「第３業務運営の改善等に関する事項」のその他の項目を以下に記載する。中期計画が意図していること
が年度計画に反映しているか。それらを基礎として実施状況の評価は妥当であるか、納得いくものであるかを勘案
しながら読み込んでいただきたい。なお、中期計画の欄に記載がないものはその前の項目と同じ内容であることを
意味している。また、これらのうち一部については「2.1.8 管理運営の効率化に関する中期目標・中期計画・自己
評価の検討」において監査人のコメントを記載している。

【図表1.5.3-1】平成22年度の評価の例示
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　⑶　項目数等評価制度の見直し
　　　平成22年度の業務の実績に関する評価の小項目数は446項目である。平成21年度も評価項目数が455項目である。
　　　これらについて、まず、法人において約３カ月を費やし「自己評価」を実施する。
　　　各担当部門において、約１カ月をかけて評価するが、その後の、理事会、教育研究評議会、経営審議会での審議
は、２時間程度の会議の一審議事項として行われるので、小項目に係る検討はなされていないと考えて差し支えな
いだろう。事実、議事録に検討内容が記載されている事実はない。

　　　また、評価委員の評価であるが、５人の委員に与えられた時間は約２カ月である。各評価委員に対し、担当部局
からの説明や個人的に質疑応答がされているとしても、この間の評価委員会の開催は２回だけである。１回目（平
成23年７月７日13時30分～16時）で評価委員による自己評価の検討、２回目（平成23年８月２日13時40分～16時）
は法人及び各大学に対するヒアリング、評価案決定が行われた。

　　　このような時間的制約のもと、各評価委員にとって、十分かつ納得いく評価ができただろうか。法人による自己
評価という評価の目安があるにしても、一つ一つの項目につき、中期目標及び中期計画の意味を考え、年度計画と
比較し、「年度計画の実施状況等」の短い文章からだけで、評価を判断することは相当困難な作業である。各人が、
十分に納得いく評価を行えたかどうか疑問に思える。

　　　しかし、このような状況の中で、評価委員の評価が自己評価と異なった項目は以下のとおりである。

【図表1.5.3-2】自己評価と異なる評価委員会の評価
　　

　　　評価委員には、かなり労力を使い努力された結果であると感服する。
　　　平成22年度の評価結果の報告書において、「評価委員のコメント」が短く記載されているが、その中の最後の段

落が、まさにこの制度の問題点を明らかにしている。

年度計画及び業務報告書の実施状況等について、記載内容に一定の改善はみられるものの、依然として抽象的な表現が見
られるので、引き続き、府民にわかりやすい表現となるよう更なる努力を期待したい。
特に年度計画の策定にあたっては、来年度は中期計画の達成に向けた仕上げの時期にあることから、年度計画の目標設定
について明確にするなど工夫が望まれる。

　　　この制度は法人による年度計画の策定から始まり、自己評価、評価委員評価まで、多くの時間と労力をかけてい
る。

　　　中期目標が目指すところに従い、中期計画を大胆に見直し、法人運営にとって重要な項目だけを具体的な指標と
ともに取り上げ、単年度計画に反映させ、また、厳選されたその内容について、実施状況を十分に検討し評価する
ことが望まれる。

　　　監査人としては、法人及び京都府に対し、この制度がより効果的で効率的なものになるよう、制度運用の再検討
を提言するものである。

　　　監査人が考える、具体的な検討項目は以下のとおりである。
　　①　評価基準を３段階あるいは５段階評価することが制度的に困難な場合、
　　　ア　「Ⅱ」と「Ⅲ」の評価を厳格に行う。もしくは、
　　　イ　「Ⅲ」が「通常」評価、つまり「計画通りに実施した」という場合を含むことを注記する。
　　②　中期計画において具体的な指標を再設定するとともに、それが期待する進捗程度を勘案し、年度計画にも達成

すべき指標を明確に定めること
　　③　評価項目数を評価制度が効果的に実践されるよう大幅に削減すること　
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　　④　評価委員会の回数を増やすなど、必要に応じて評価委員が中期計画や年度計画の達成状況について十分に検討
できる時間を確保すること

2 　大学法人のあり方について
2.1　京都府公立大学法人の１法人１大学化について
2.1.1　京都府公立大学法人が１法人２大学であることの経緯
　府立医科大学の沿革は第２監査対象の概要3.1に記載の通り、1872年に粟田口青連院内に仮療病院を設け、患者の治
療を行うかたわら医学生を教育したのが始まりである。これに対して、府立大学の沿革は4.2に記載の通り、1895年に
京都府簡易農学校を愛宕郡大宮村字紫竹大門に設置したのが始まりである。その後、各大学は別々の道を辿り、異なる
大学として歩んできた。
　ところが、平成14年以降、国公立大学の独法化が検討され始めたことを背景に、府立医科大学および府立大学につい
ても、平成14年１月に立ち上げられた「府立の大学あり方懇話会」を中心に法人化に関する様々な議論が行われた。
　このとき、３つの選択肢があった。すなわち、①各大学をそれぞれに異なる公立大学法人とする、「A公立大学法人
　京都府立医科大学」と「B公立大学法人　京都府立大学」という形態、②１法人１大学として各学部を設置する、「C

公立大学法人　D大学　医学部、文学部、公共政策学部、生命環境学部」という形態、③１法人２大学とする、「E公
立大学法人　F大学　G大学」という現行の形態、の３つである。
　現行の形態（１法人２大学）は決して所与のものではない。例えば、兵庫県にあった神戸商科大学（公立）、姫路工
業大学（公立）、兵庫県立看護大学（公立）は、平成14年に統合して兵庫県立大学となり、１法人３大学という形を選
ばなかった（ただし、兵庫県立大学は未だ公立大学法人化していない）。また、公立大学法人は、全国に57法人あるが、
このうち２大学以上を開設しているのは11法人しかなく、１法人１大学が多数派である。また、私立大学を開設してい
る学校法人108法人のうち、２大学以上を開設しているのは14法人しかなく、やはり私立大学においても１法人１大学
という形態が多数派である。
　「府立の大学あり方懇話会」で、法人形態については多角的・総合的に検討が行われた結果、③１法人２大学案が採
用され、平成19年９月の京都府議会で定款が議決された。
　１法人２大学の形を採用した理由は次の通りである。各大学が歴史と伝統、個性を活かし、双方が切磋琢磨して大学
運営に当たっていくことを基本としながら、その上で、大学法人がその経営の基本や魅力づくり、大学の進むべき方向
について、大所、高所に立って判断し、相乗的な効果発揮や時には調和を図りながら、大学の発展に寄与していこうと
考えたからである。
　なお、１法人２大学であることを象徴するのが、両大学のロゴマークの違いである。府立医科大学と府立大学それぞ
れに異なるロゴマークが使用されているだけでなく、公立大学法人はまた異なるロゴマークを使用している。

【図表2.1.1-1】公立大学法人、府立医科大学、府立大学のロゴマーク
　

2.1.2　京都府公立大学法人が１法人２大学であることを改めて問い返す意味
　１法人２大学という形態については、平成14年１月から議会承認された平成19年９月まで６年もの時間を費やして検
討されてきた。その法人形態について、今さら疑問を差し挟む余地などない、と思われるかもしれない。
　しかしながら、京都府公立大学法人に対して議会が課した中期目標には、次のような目標が掲げられている。すなわ
ち、「１法人２大学の特性を最大限に活かし、共通する事務部門を統合し、効率的な運営を行う。」という目標である。
　この目標を突き詰めて考えれば、次のように解釈できるだろう。「京都府公立大学法人が設置する府立医科大学と府
立大学は、幸い別法人ではなく、１法人２大学となった。だから、その形態の特徴を最大限に活かし、（まるで１つの
大学であるかのように）可能な限り共通する部門は統合し、府民の負担を軽くしつつ教育研究活動の成果を出せる効率
的な運営を行う。」ということである。
　他にも中期目標には、「法人や大学の業務を戦略的かつ効率的に遂行するため、組織の見直しと教職員の柔軟な配置
を行う」「情報通信技術の活用等による効果的な事務処理方法を推進して効率的な法人運営を図る」ことなど、効率的
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な大学運営が目標として再三掲げられている。
　そこでこの中期目標の趣旨を斟酌し、もし京都府公立大学法人が１法人１大学であれば、どのような事務部門の統合
・効率化が可能かを検討する。

2.1.3　京都府公立大学法人が１法人１大学であることのデメリット
　⑴　デメリット　ブランド力の低下リスク
　　　「京都府立医科大学」「京都府立大学」は、その長い歴史と伝統に培われてきたブランドが、既に強固に存在する。
このことは、京都府民には十分認知されていることと思う。

　　　仮に２大学を１大学に統合すると、真っ先に問題になるのが、統合後の大学名称である。例えば、統合後の大学
の名称を「京都府立医科大学」とし、その中に医学部、文学部、公共政策学部、生命環境学部を設置することにな
れば、今まで「京都府立大学」として構築してきたブランドが消滅し、そのイメージを「京都府立医科大学」に統
合していかなければならない。このことが、「京都府立医科大学」のブランド力をさらに高めることになればよいが、
逆に下げることになることもあり得る。今まで医学系の大学として築いて来たイメージが、文学部等との統合によ
り希薄化・曖昧化するからである。

　　　また逆に、統合後の大学の名称を「京都府立大学」とし、その中に医学部、文学部、公共政策学部、生命環境学
部を設置することになると、今まで「京都府立医科大学」として構築してきたブランドが消滅し、そのイメージを
「京都府立大学」に統合していかなければならない。このことも、「京都府立大学」のブランド力をさらに高める
ことになればよいが、逆に下げることになることもあり得る。

　　　特に医大の場合、ほとんどの医学科生が関係病院に行くなど医局を通じて生涯にわたって府立医科大学と関わり
を持ち続けるため、大学ブランドの維持はことさら重要な意味を持つ。

　　　このように、２大学を１大学に統合すると、今まで長い歴史を培ってきた「京都府立医科大学」「京都府立大学」
というブランドのいずれか、もしくは両方を毀損させるリスクがある。新たなブランドイメージの構築には莫大な
コストと時間が必要になる。

2.1.4　京都府公立大学法人が１法人１大学であることのメリット
　１大学化し、共通する事務部門を統合することで、管理運営の大幅な効率化が期待できる。具体的には、⑴規程の効
率化、⑵システムの効率化、⑶管理組織の効率化、の３つの観点から効率化を検討したい。そのうえで、現状の１法人
２大学の形態であっても実行可能な統合の有無について検討する。
　⑴　メリット１　規程の効率化
　　①　規程の現状と課題
　　　　府立医科大学と府立大学には、類似の規程が多数存在している。例えば、利益相反委員会規程、附属図書館規

程、研修員規程、受託研究取扱規程など、枚挙に暇がない。
　　　　主な類似規程を対応する形で下表にまとめているので、ご覧願いたい。

【図表2.1.4-1】府立医科大学と府立大学の規程の対応関係
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　　　　これら類似の規程は、実質的に同じ内容であるものが少なくない。ところが、各大学で内容を作成・承認とい
うプロセスを経ており、二度手間となっている。１法人１大学の場合に比べて、２倍のコストをかけているうえ、
その数も馬鹿にならない。さらに、各大学で微妙に異なる規程になってしまった場合、ジョブローテーションに
も余計なコストがかかるし、ひいてはセクショナリズムの原因ともなりかねない。

　　　　さらに、規程の体系（カテゴライズの仕方）も異なっており、両大学の規程の対応関係を整理するのも簡単で
はない。

　　②　規程の効率化は１法人２大学形態でも可能な対応
　　　　規程の重複については、府立医科大学と府立大学の間で重複するものについて、今までもある程度共通化し、

公立大学法人の規程として整理してきているところである。例えば、教職員就業規則、処務規程、授業料等に関
する規程、教職員の職務発明に関する規程、利益相反に関する規程などである。この点、一定の評価はできるが、
まだまだ共通化の余地がある。
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　　　　もちろん、上記の規程の中には１法人２大学という形態上、必要不可欠なものものある。組織細則や大学学則、
大学院学則がそうである。しかし、それ以外の規程については一元化することに大きな問題があるとは考えられ
ない。例えば、大学の自己点検評価に関する規程、利益相反委員会規程、附属図書館規程、職務発明審査会規程
等々、大学によって大きく取り扱いが異なるはずがない。これらの重複する規程については、現行の１法人２大
学の形態においても、公立大学法人の規程として一元化することで、規程の効率化が可能である。各大学におい
て同等の意味を持つ規程を比較検討した上で、重複するものを廃止し、公立大学法人の規程として設定すること
が望まれる。

　　　　なお、上に掲げたのは主要な規程だけである。規程の他にも要綱、マニュアルなど重複しているものは多数存
在するため、一元化によるメリットは非常に大きなものになると思われる。したがって、見直しの範囲は、規程
だけでなく、要綱やマニュアル、業務手順についても幅広く実施することが期待される。

　　　　そもそも規程・要綱・マニュアル・業務手順書の整備は、円滑な業務遂行のためには必須のものであるが、教
育研究活動の水準を向上させるために直接的に貢献するものではない。したがって、そのような業務については
可能な限り共通化・省力化し、その余力を教育研究活動の向上に直接的に貢献するような活動へ配分するべきで
ある。

　⑵　メリット２　システムの効率化
　　①　システムの現状と課題
　　　　府立医科大学と府立大学は、それぞれ類似の業務を行っているため、必要とするシステムの機能も類似してい

る。基本的には同一のシステムを運用していくことで差し支えないどころか、効率的なのである。そこで、実際
に両大学で同じ業務を行うために異なるシステムを利用しているものを下表に整理した。

【図表2.1.4-2】府立医科大学と府立大学で異なるシステムの利用状況　　　　　　　　（単位：千円）
　　　

　　　　同一の機能を必要とするシステムについては、システム統合によるコスト削減効果を検討願いたい。システム
の一元化による事務の効率化・人員の省力化・保守費用のコストダウンが期待できる。

　　②　システムの効率化は１法人２大学形態でも可能な対応
　　　　システムの重複を解消し、効率化を図ることは、現行の１法人２大学形態でも何ら問題なく実施することがで

きる。府立医科大学及び府立大学それぞれにおいてシステム担当者がプロジェクトチームを結成し、システムの
一元化を推進することが望まれる。

　　　　なお、システムの一元化は、初期投資費用がかかる一方、長期的にはランニングコストの削減効果が期待でき
るので、この点も試算した上で、府民に報告可能な形で記録しておく必要がある。

　⑶　メリット３　管理組織の効率化
　　①　管理組織の現状と課題
　　　　府立医科大学の事務局と府立大学の事務局は、名称や職務分掌に若干の違いはあるものの、概ね下表の通り類

似の業務を実施している。




